取締役会議事録(利益相反取引承認)
※本テンプレートは会社法第356条・第365条に基づく利益相反取引(競業取引・直接取引・間接取引)の承認手続きに特化した議事録フォーマットです。
※作成日から10年間、本店に備え置く義務(会社法第371条第1項)があります。
※特別利害関係取締役は議決に参加できません(会社法第369条第2項)。議事録でこの旨を明示することが極めて重要です。
※取引実行後、利害関係取締役は遅滞なく取締役会に事後報告を行う義務があります(会社法第365条第2項)。別紙2の事後報告議事録フォーマットも合わせてご活用ください。

取締役会議事録(利益相反取引承認)
[会社の正式名称]

1. 開催の日時及び場所
	項目
	内容

	開催日
	[YYYY年MM月DD日]

	開催時刻
	開始[14:00]から終了[15:30]まで

	開催場所
	[会社本店所在地]又は[テレビ会議システム・ウェブ会議システム(Zoom等)による参加]

	開催方式
	☐ 対面開催 / ☐ Web会議併用 / ☐ 完全リモート(双方向で議事に参加できる方式)



2. 議長及び議事録作成者
	項目
	内容

	議長
	代表取締役[氏名]

	議事録作成者
	[役職・氏名]



3. 出席状況及び特別利害関係取締役

3-1. 取締役の出席状況
	役職
	氏名
	出席
	特別利害関係

	代表取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	☐ 該当 / ☐ 該当なし

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	☐ 該当 / ☐ 該当なし

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	☐ 該当 / ☐ 該当なし

	取締役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席
	☐ 該当 / ☐ 該当なし


取締役総数:[○]名 出席取締役数:[○]名(定足数:取締役総数の過半数=[○]名以上 ✓充足) 特別利害関係取締役数:[○]名(議決権を有する取締役数=[○]名)

3-2. 監査役の出席状況
	役職
	氏名
	出席

	監査役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席

	監査役
	[氏名]
	☐ 出席 / ☐ 欠席


監査役総数:[○]名、出席監査役数:[○]名

4. 議事の経過の要領及び結果
[YYYY年MM月DD日 14:00]、当社本店において取締役会を開催した。定刻、議長たる代表取締役[氏名]は、出席取締役の数及び監査役の出席状況を確認し、本日の取締役会が適法に成立した旨を宣言し、議長として議事を進行した。

第1号議案 利益相反取引の承認の件

(1) 議案の種類
本議案は、会社法第356条第1項第[○]号に該当する利益相反取引である。
☐ 第1号 競業取引(取締役が自己又は第三者のために、会社の事業の部類に属する取引を行う場合) ☐ 第2号 直接取引(取締役が自己又は第三者のために、会社と取引をする場合) ☐ 第3号 間接取引(会社が、取締役の債務を保証する等、取締役以外の者との間で取締役と会社の利益が相反する取引をする場合)

(2) 利害関係取締役による重要な事実の開示
利害関係取締役[氏名]は、会社法第356条に基づき、本議案に関する以下の重要な事実を取締役会に開示した。
a. 取引の相手方 - 取引相手の名称:[相手方の正式名称(個人の場合は氏名)] - 取引相手の住所:[住所] - (利害関係取締役と取引相手の関係):[本人/代表取締役を務める会社/親族の会社/その他]
b. 取引の内容 - 取引の種類:[売買/賃貸借/業務委託/金銭消費貸借/保証/担保提供/その他] - 取引の具体的内容:[取引の詳細] - 取引の対象物・サービス:[対象物・サービス]
c. 取引の対価・条件 - 取引価格(金額):金[○○○,○○○]円(税別) - 支払方法・支払時期:[支払条件] - 取引価格の妥当性:[市場価格との比較等、対価が公正であることの根拠]
d. 取引の期間 - 取引開始日:[YYYY年MM月DD日] - 取引終了日:YYYY年MM月DD日 - 更新の有無:[あり/なし]
e. 利益相反となる理由
[本取引がなぜ利益相反取引に該当するか、具体的に説明] 例:利害関係取締役[氏名]が、取引相手方[相手方名]の代表取締役を兼務しているため、当社と利害関係取締役の利益が相反する取引となる。
f. 会社への影響(利益・損失の見込み)
[本取引が会社に与える影響、利益・損失の見込み]
g. その他重要な事実
· [取引の必要性]
· [取引の選択肢(他社との比較)]
· [取引の継続性・反復性]
· [その他、取締役会が判断するために必要な事項]

(3) 質疑応答の要旨
	発言者
	発言内容の要旨

	取締役[氏名]
	[質問内容の要旨]

	利害関係取締役[氏名]
	[回答内容の要旨]

	監査役[氏名]
	[意見・質問の要旨]



(4) 特別利害関係取締役の取扱い
	項目
	内容

	特別利害関係取締役
	取締役[氏名]

	理由
	[上記4(2)e記載のとおり]

	取扱い
	☐ 議題説明後、退席し、議決には参加せず / ☐ 出席を継続したが議決には参加せず



(5) 採決結果
	項目
	数

	議決権を有する出席取締役数(特別利害関係取締役を除く)
	[○]名

	賛成
	[○]名

	反対
	[○]名

	棄権
	[○]名



(6) 決議結果
☐ 賛成多数により可決 / ☐ 全員一致により可決 / ☐ 否決
(可決の場合)本取引は、本決議の効力発生をもって、会社法第356条・第365条の取締役会の承認を受けたものとして、実行できる。

5. 監査役の意見
	監査役
	意見の要旨

	監査役[氏名]
	[意見の内容(該当時のみ。「特になし」と記載することも可)]

	監査役[氏名]
	[意見の内容]



6. 議事の終了
以上をもって本日の議事を終了し、議長は[15:30]に閉会を宣言した。

7. 議事録への署名又は記名押印
会社法第369条第3項に基づき、出席取締役・監査役は本議事録の内容に相違ないことを確認し、署名又は記名押印する。 (電子的方法による議事録の場合は、出席取締役・監査役が電子署名法第3条要件を満たす電子署名を行う。)
[YYYY年MM月DD日]
[会社の正式名称]
	役職
	氏名
	署名又は記名押印

	代表取締役(議長)
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	取締役
	[氏名]
	印

	取締役(特別利害関係)
	[氏名]
	印

	監査役
	[氏名]
	印

	監査役
	[氏名]
	印



別紙1:類型別「重要な事実の開示」記入ガイド
利益相反取引の類型(直接取引・間接取引・競業取引)ごとに、開示すべき重要な事実が異なります。本テンプレート第4号議案(2)記入時の参考としてご活用ください。

A. 直接取引(会社法第356条第1項第2号)
	開示項目
	記載内容例

	取引の相手方
	取締役本人(個人として)又は取締役が代表/役員を務める別会社

	取引の内容
	売買・賃貸借・業務委託・金銭消費貸借等の具体的内容

	取引の対価
	取引金額、市場価格との比較、価格の公正性の根拠

	取引の期間
	単発/継続、契約期間

	利益相反の理由
	取締役が取引相手として直接の利害を有すること

	取引の必要性
	なぜこの取引が必要か(他の選択肢との比較)


典型例:取締役個人が会社に土地・建物を売却する/賃貸する、取締役個人が会社から金銭を借り入れる、取締役が経営する別会社が会社に商品・サービスを販売する等。

B. 間接取引(会社法第356条第1項第3号)
	開示項目
	記載内容例

	直接の取引相手
	取締役以外の第三者

	取締役と第三者の関係
	利害関係の内容(債務保証関係、担保提供関係等)

	取引の内容
	会社が第三者と行う取引の具体的内容

	取引の対価・条件
	保証額、担保物件、債務引受額等

	利益相反の理由
	取締役が間接的に利害を有すること(個人債務の会社保証等)

	会社の負担可能性
	会社が将来負担する可能性のある金額の評価


典型例:会社が取締役の個人債務を保証する、会社が取締役個人の借入の担保を提供する、会社が取締役が代表を務める別会社の債務を引き受ける等。

C. 競業取引(会社法第356条第1項第1号)
	開示項目
	記載内容例

	競業事業の概要
	取締役が行う(又は予定する)競業事業の内容

	競業事業の取引相手
	競業事業における主な取引相手

	取引の継続予定期間
	競業事業の継続期間

	会社事業への影響
	競業事業が会社の事業に与える影響評価

	取引機会の重複
	会社の取引機会との重複の有無

	競業事業の必要性
	取締役が競業を行う必要性・理由


典型例:取締役が会社と同じ業種の別会社を経営する、取締役が会社の競合会社の役員に就任する、取締役が個人で会社と同じ事業を行う等。

別紙2:利益相反取引の事後報告議事録(参考フォーマット)
会社法第365条第2項に基づき、利益相反取引を実行した取締役は、遅滞なく取締役会に重要な事実を報告する義務があります。

取締役会議事録(利益相反取引の事後報告)
[会社の正式名称]

1. 開催の日時及び場所
[通常の取締役会議事録と同様に記載]

2. 出席状況
[通常の取締役会議事録と同様に記載]

3. 議事の経過の要領及び結果

報告事項 利益相反取引の事後報告
1. 報告者:取締役[氏名]
1. 報告の根拠:会社法第365条第2項
1. 報告対象取引:
· 取締役会承認日:YYYY年MM月DD日
· 承認議案:[第○号議案 利益相反取引の承認の件]
· 取引実行日:[YYYY年MM月DD日]
1. 取引の実行状況:
· 取引内容:☐ 承認内容のとおり実行 / ☐ 一部条件変更あり([変更内容を記載])
· 取引金額:金[○○○,○○○]円(承認金額:金[○○○,○○○]円)
· 取引条件:[実際の取引条件、承認内容との差異があれば明示]
1. 会社への影響:
· 会社に生じた利益:[内容・金額]
· 会社に生じた損失:[内容・金額(該当する場合)]
· 想定外の事象:[該当する場合]
1. 質疑応答:
· 取締役[氏名]:[質問内容]
· 報告者[氏名]:[回答内容]
1. 本報告に対する取締役会の意見:[意見・指示事項があれば記載]
(以下、通常の取締役会議事録と同様に閉会・署名)

別紙3:「重要な事実の開示」チェックリスト
本テンプレート第4号議案(2)で開示すべき重要な事実を、漏れなく開示するためのチェックリストです。

全類型共通の開示項目
· 取引の相手方(名称・住所)
· 取締役と取引相手方との関係
· 取引の内容(種類・対象・具体的内容)
· 取引の対価(金額・支払条件)
· 対価の公正性の根拠(市場価格との比較等)
· 取引の期間(開始日・終了日・継続性)
· 利益相反となる理由(具体的説明)
· 会社への影響(利益・損失の見込み)
· 取引の必要性

直接取引の場合の追加開示項目
· 取締役の関与の態様(本人として/別会社の代表として等)
· 取引価格の市場価格との比較
· 他の選択肢との比較

間接取引の場合の追加開示項目
· 第三者の特定と取締役との関係
· 保証・担保提供の場合の保証額・担保物件
· 会社が将来負担する可能性のある金額の評価

競業取引の場合の追加開示項目
· 競業事業の概要・取引相手
· 取引の継続予定期間
· 会社事業への影響評価

印紙税について
本書(取締役会議事録)は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、収入印紙は不要です。

電子議事録なら印紙税も保管コストもゼロ
本書を電子的方法で作成・保管する場合、印紙税はかかりません。さらに、紙議事録の郵送・押印回覧・物理保管に伴うコストもゼロになります。
電子契約サービスを使えば、10年間の保管義務(会社法第371条)にも確実に対応できます。

「利益相反取引承認議事録」と関連書類のセット運用
利益相反取引の承認手続きを完全に整備するには、本議事録と以下の関連書類をセットで運用することを推奨します。
	書類名
	役割

	利益相反取引承認議事録(本テンプレート)
	取締役会での事前承認

	事後報告議事録(別紙2)
	取引実行後の事後報告

	利害関係取締役の開示書面
	重要な事実の書面開示(議事録への添付)

	取引契約書
	取引そのものの個別契約

	関連当事者取引の社内規程
	利益相反取引の判定・承認フローのルール化

	関連当事者取引の年次レビュー資料
	既存の継続取引の定期的見直し


これらを整備することで、利益相反取引のガバナンス体制が完成します。
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
